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１．平成19年９月中間期の連結業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

(1）連結経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年９月中間期 45,144 2.2 687 － 992 397.7 505 －

18年９月中間期 44,180 2.7 △80 － 199 － △214 －

19年３月期 143,039  6,118  6,831  3,642  

１株当たり中間
（当期）純利益

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益

円 銭 円 銭

19年９月中間期 8 19 －  

18年９月中間期 △3 47 －  

19年３月期 59 00 －  

（参考）持分法投資損益 19年９月中間期 △47百万円 18年９月中間期 △59百万円 19年３月期 116百万円

(2）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年９月中間期 137,341 74,776 51.5 1,146 65

18年９月中間期 129,557 70,050 51.7 1,084 74

19年３月期 149,585 75,075 47.8 1,159 19

（参考）自己資本 19年９月中間期 70,742百万円 18年９月中間期 66,972百万円 19年３月期 71,550百万円

(3）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

19年９月中間期 3,721 △3,190 △825 15,054

18年９月中間期 6,839 △1,185 △1,547 22,152

19年３月期 3,941 △843 △5,794 15,348

２．配当の状況

  １株当たり配当金

 （基準日）  中間期末  期末  年間

円 銭 円 銭 円 銭

19年３月期 －  10 00 10 00

20年３月期 －  －   

20年３月期（予想）      － 10 00 10 00

３．平成20年３月期の連結業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 147,200 2.9 5,200 △15.0 5,700 △16.6 3,000 △17.6 48 60
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４．その他

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　無

(2）中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　有

②　①以外の変更　　　　　　　　無

（注）詳細は、17～18ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」及び20ページ「表示方法の

変更」をご覧ください。

(3）発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 19年９月中間期 65,337,219株 18年９月中間期 65,337,219株 19年３月期 65,337,219株

②　期末自己株式数 19年９月中間期 3,642,345株 18年９月中間期 3,596,676株 19年３月期 3,612,657株

（注）１株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、22ページ「１株当たり情報」

をご覧ください。

（参考）個別業績の概要

１．平成19年９月中間期の個別業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

(1）個別経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年９月中間期 30,356 2.1 △1,157 － △806 － △457 －

18年９月中間期 29,740 △1.4 △1,449 － △1,089 － △670 －

19年３月期 112,446  2,945  3,530  2,102  

１株当たり中間
（当期）純利益

円 銭

19年９月中間期 △7 40

18年９月中間期 △10 86

19年３月期 34 03

(2）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年９月中間期 117,232 61,527 52.5 996 62

18年９月中間期 113,622 60,329 53.1 976 66

19年３月期 130,586 63,768 48.8 1,032 60

（参考）自己資本 19年９月中間期 61,527百万円 18年９月中間期 60,329百万円 19年３月期 63,768百万円

２．平成20年３月期の個別業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 118,000 4.9 3,400 15.4 3,770 6.8 2,120 0.9 34 33

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実

際の業績は今後さまざまな要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。

なお、上記業績予想に関する事項は、３～４ページ「1.経営成績（１）経営成績に関する分析」をご参照ください。
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１．経営成績
(1）経営成績に関する分析

①当中間連結会計期間の経営成績

　当中間連結会計期間の国内経済は、好調な企業業績を背景に雇用の改善や設備投資の増加が続くなど、概ね堅調に

推移しましたが、当建設業界における受注環境は、民間設備投資は増加傾向にあるものの、国及び地方自治体の投資

削減から公共投資は引き続き低調に推移しました。

　このような状況の中で、当社グループは営業体制の強化を図り、全社を挙げて新規工事の受注確保に努力しました

結果、連結受注高は714億円（前年同期比107％）となり、連結売上高は451億円（前年同期比102％）となりました。

　利益については、工事原価低減及び経費節減等の業務改善施策を推進しました結果、連結営業利益は６億87百万円

（前年同期比－％）、連結経常利益は９億92百万円（前年同期比498％）となりました。また連結中間純利益は、特別

利益９億12百万円と特別損失13百万円を計上しました結果、５億５百万円（前年同期比－％）となりました。

　部門別の状況は次のとおりであります。

 

 　 （設備工事業）

鉄道電気工事部門

　主な得意先である東日本旅客鉄道株式会社を始めとするＪＲ各社、公営鉄道及び民営鉄道などに対して積極的な営

業活動を展開した結果、受注工事高は430億円（前年同期比104％）となり、完成工事高は283億円（前年同期比102％）

となりました。

 

一般電気工事部門

　厳しい受注環境のもと積極的な営業活動を展開し受注の確保に努めた結果、受注工事高は159億円（前年同期比

122％）となり、完成工事高は88億円（前年同期比116％）となりました。

 

情報通信工事部門

　通信事業者からの発注環境に対応した積極的な営業活動を展開し受注の確保に努めましたが、受注工事高は115億円

（前年同期比99％）となり、完成工事高は65億円（前年同期比89％）となりました。

 

（その他の事業）

　受注高は９億円（前年同期比118％）となり、売上高は14億円（前年同期比111％）となりました。

（注）その他の事業には、電気設備の設計、不動産の賃貸・管理等及びソフトウェアの開発等を含んでいます。

 

 ②通期の見通し

　今後の見通しは、高水準で推移している原油価格や原材料価格の上昇及び米国の住宅ローン問題に関連した金融政

策の動向が経済に及ぼす影響への懸念は残りますが、民間需要に支えられ景気の回復は持続するものと思われます。

当建設業界においては、民間設備投資は引き続き増加傾向にあるものの公共投資の削減などに伴う受注競争の激化や

材料費・労務費の高騰から、厳しい状況が続くものと予想しております。このような状況の中で、鉄道電気工事部門

については、東日本旅客鉄道株式会社の首都圏ネットワークの整備や首都圏輸送障害低減に向けた対策に伴う設備投

資などから堅調に推移するものと思われ、安全・安定輸送に寄与するための安全レベルの向上と業務の効率化に努め

てまいります。

　一般電気工事部門については、駅再開発等への営業を推進するとともに、リニューアル関連工事を始めとした積極

的な営業展開を行い、お客様のご要望にお応えできる当社独自の特徴ある提案の実施や新規分野への展開も含めた営

業体制の強化を図り、受注の拡大に努めてまいります。

　情報通信工事部門については、移動体通信分野、地上デジタル放送及びネットワーク工事を受注するため積極的な

営業を全社展開するとともに、低価格で高品質な施工の推進を図ります。

　当社グループは、このように全社を挙げて営業活動を展開して受注の拡大に全力を傾注し、安全と品質の確保に努

め、コスト競争力の創成、新規事業の開発及び人材育成を推進し、業績の向上に鋭意努力する所存であります。

　現時点での通期の業績見通しは、次のとおりであります。

 

（連結業績）

　売上高　　　　　147,200百万円

　営業利益　　　　　5,200百万円

　経常利益　　　　　5,700百万円

　当期純利益　　　　3,000百万円
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（個別業績）

　売上高　　　　　118,000百万円

　営業利益　　　　　3,400百万円

　経常利益　　　　　3,770百万円

　当期純利益　　　　2,120百万円

(2）財政状態に関する分析

①資産、負債、純資産の状況に関する分析

（流動資産）

　当中間連結会計期間における流動資産の残高は、858億60百万円（前連結会計年度末は999億52百万円）となり、140

億91百万円減少しました。増加の原因の主なものは、現金預金の増加（133億44百万円から151億54百万円へ18億９百

万円増）及び未成工事支出金等の増加（220億30百万円から407億17百万円へ186億87百万円増）であります。減少の原

因の主なものは、受取手形・完成工事未収入金等の減少（559億79百万円から233億23百万円へ326億55百万円減）であ

ります。

 

（固定資産）

　当中間連結会計期間における固定資産の残高は、514億80百万円（前連結会計年度末は496億33百万円）となり、18

億47百万円増加しました。増加の原因の主なものは、有形固定資産の増加（195億54百万円から231億16百万円へ35億

62百万円増）であります。

 

（流動負債）

　当中間連結会計期間における流動負債の残高は、463億76百万円（前連結会計年度末は575億39百万円）となり、111

億63百万円減少しました。増加の原因の主なものは、未成工事受入金の増加（45億48百万円から109億25百万円へ63億

76百万円増）であります。減少の原因の主なものは、支払手形・工事未払金等の減少（418億26百万円から279億20百

万円へ139億５百万円減）であります。

 

（固定負債）

　当中間連結会計期間における固定負債の残高は、161億88百万円（前連結会計年度末は169億70百万円）となり、７

億81百万円減少しました。減少の原因の主なものは、退職給付引当金の減少（141億55百万円から135億７百万円へ６

億47百万円減）であります。

 

（純資産）

　当中間連結会計期間における純資産の残高は、747億76百万円（前連結会計年度末は750億75百万円）となり、２億

99百万円減少しました。増加の原因は、利益剰余金の増加（501億85百万円から505億45百万円へ３億60百万円増）及

び少数株主持分の増加（35億24百万円から40億34百万円へ５億９百万円増）であります。減少の原因の主なものは、

その他有価証券評価差額金の減少（66億58百万円から55億９百万円へ11億49百万円減）であります。

 

②キャッシュ・フローの状況 

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物の期末残高は、営業活動による資金の増加があったものの、投資

活動及び財務活動による資金の減少により、前連結会計年度末から２億94百万円減少し、150億54百万円となりました。

　営業活動によるキャッシュ・フローは37億21百万円の資金増加（前年同期比31億18百万円減少）となりました。こ

れは、売上債権の減少326億53百万円や未成工事受入金の増加63億76百万円等による資金増加要因、未成工事支出金等

の増加186億87百万円や仕入債務の減少139億５百万円等による資金減少要因によるものであります。

　投資活動によるキャッシュ・フローは31億90百万円の資金減少（前年同期比20億４百万円減少）となりました。こ

れは、有形固定資産42億83百万円の取得等による資金減少要因、企業保険の返戻による収入16億45百万円等による資

金増加要因によるものであります。

　財務活動によるキャッシュ・フローは８億25百万円の資金減少（前年同期比７億21百万円増加）となりました。こ

れは、配当金の支払６億17百万円等の資金減少要因によるものであります。
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 （参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期
平成19年９月

中間期

自己資本比率（％） 40.3 44.4 47.7 47.8 51.5

時価ベースの自己資本比率

（％）
18.3 27.8 37.2 35.1 37.5

債務償還年数（年） 11.4 4.4 1.7 0.7 0.3

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍）
7.1 19.2 44.4 54.5 215.6

（注）１．自己資本比率：自己資本／総資産

　　　　　時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

　　　　　債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

　　　　（中間期については、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため２倍しております。）

　　　　　インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

　　　２．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

　　　３．株式時価総額は、中間（期末）株価終値×中間（期末）発行済株式数（自己株式控除後）により算出し

　　　　　ております。

　　　４．営業キャッシュ・フローは、中間連結（連結）キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・

　　　　　フローを使用しております。有利子負債は、中間連結（連結）貸借対照表に計上されている負債のうち利

　　　　　子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、中間連結（連結）キャッ

　　　　　シュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

(3）利益配分に関する基本方針及び当期の配当

  当社は、株主の皆様への利益還元を重要課題と認識し、利益配分については、安定した配当を行い、また、企業体

質強化のための内部留保を確保することを基本方針としております。

　内部留保資金については、人材の育成・教育、事業開発及び設備投資等の原資とし、更なる経営基盤の充実に備え

る所存です。

　当期の配当金については、当期の業績及び今後の経営環境等を勘案し、１株につき10円を予定しております。

(4）事業等のリスク

　当社の主な事業に関して、経営成績等に影響を及ぼし、なおかつ投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項には、以下のようなものがあると認識しております。

①受注事業のリスク

　当社の事業である建設業は受注事業であり、主なリスクは次の事項が挙げられます。

ア．労働集約事業であり、多くの協力会社と連携して事業を遂行していくために人材の育成及び教育等が求められ、

　　当社が必要とする能力を持った協力会社の確保が十分に行われなかった場合には事業遂行上影響を受ける可能性

　　があります。

イ．工事の受注から完成までに期間を要し、請負金額が高額となるため、工事の施工に伴う立替金も高額となり、発

　　注者の業績悪化等により工事代金回収の遅延や貸倒れの発生により業績に影響を及ぼす可能性があります。

ウ．建設業法等関連法令において保有資格等の許可要件が厳密に定められているほか、各種規制や罰則が定められて

　　おり、それに抵触した場合には営業停止等の処分が行われ、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

エ．他社との受注競争の激化により工事採算が悪化する可能性があります。

オ．資材価格の急激な高騰があった場合には工事採算が悪化する可能性があります。

 

②顧客依存のリスク

　当社の完成工事高総額に占める東日本旅客鉄道株式会社の比率が高いことから、同社が何らかの理由により設備投

資等を削減しなければならなくなった場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

③社会的信用力低下のリスク

　当社の行う工事施工の過程で重大な事故を発生させた場合、社会的に厳しい批判を受ける場合があることから、社

会的信用力の低下等により受注活動にも影響を及ぼす可能性があります。
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２．企業集団の状況
　当社グループ（当社及び関係会社）は、当社と子会社13社、関連会社５社により構成されており、事業は設備工事（電

気工事、情報通信工事）の請負、企画、設計・積算、監理を主として、ビル電気設備の保守、電気機器・材料の製作、

販売、不動産の賃貸・仲介・管理ならびに電気設備に関する教育・図書出版を行っているほか、情報サービス業を営ん

でおります。

　当社グループの取引を図示しますと次のとおりとなります。

事業系統図

 
得 意 先 

発注 

発注 

発注 

発注 

発注 

 

受  
  
  
  
  
  
  
  

注 

 

受  
  
  
  
  
  
  
  

注 

発注 

(電気機器・材料の製作、販売) 

●日本架線工業㈱ 

☆㈱新陽社 

永楽電気㈱ 

㈱三工社 

(電気機器・材料の販売) 

◎ＮＤＫ総合サービス㈱ 

(不動産の賃貸・仲介・管理) 

◎ＮＤＫ総合サービス㈱ 

(情報サービス) 

◎ＮＤＫイッツ㈱ 

(電気設備に関する教育・図書出版) 

○ＮＤＫｱｰﾙｱﾝﾄﾞｲｰ㈱ 

(設備工事業) 

◎ＮＤＫ総合サービス㈱ 

○ＮＤＫ電設㈱ 

○日本電設電車線工事㈱ 

○日本電設電力工事㈱ 

○日本電設信号工事㈱ 

○日本電設通信工事㈱ 

○トキワ電気工業㈱ 

◎東日本電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 

●八重洲電機工事㈱ 

大栄電設工業㈱ 

☆㈱新陽社 

(ビル電気設備の保守) 

◎ＮＤＫ総合サービス㈱ 

◎東日本電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 

当   社 
（設 備 工 事 業） 

(設計・積算、監理) 

○ＮＤＫ設備設計㈱ 

日本鉄道電気設計㈱ 

発注 

 

受 

注 

　（注）◎印　連結子会社（３社）

○印　非連結子会社で持分法適用会社（８社）

●印　非連結子会社で持分法非適用会社（２社）

☆印　関連会社で持分法適用会社（１社）

無印　関連会社で持分法非適用会社（４社）
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３．経営方針
(1）会社の経営の基本方針

  当社は、「お客様本位の精神で安全、確実な業務の遂行により顧客の信頼を高め、新たなテクノロジーの創造をと

おして社会に貢献する」という基本理念のもと、鉄道電気設備、一般電気設備及び情報通信設備等の工事の設計・施

工と保守を行う企業として、品質の高い設備づくりを目指して企業努力を重ねております。また、安全・安定輸送の

重要性が高まる鉄道に対して一層寄与できる企業体制づくりを推進いたします。この方針に基づき、当社グループは、

経営の透明性を確保しつつ、個々の取り組みをとおして企業価値の向上を図り、株主及び取引先等の皆様の期待にお

応えできる企業へと成長していく所存です。

 

(2）中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題

　当社は、平成18年度以降３年間の「日本電設３ヶ年経営計画2006」を策定しております。この経営計画では平成20

年度の受注工事高1,250億円、経常利益率４％の達成を経営目標として「全国での営業展開強化と受注の拡大」、「人

材の確保と適正配置」、「人間力の向上」、「ＮＤＫグループの総合力による収益拡大」という４つの重点実施テー

マを掲げ、次の諸施策に取り組んでおります。

①社員一人ひとりに事故の再発防止のための安全ルールを理解させ、安全意識の向上と事故防止の徹底を強化

②東日本旅客鉄道株式会社への組織営業を強化するとともに、唯一全国規模で鉄道電気工事を営業している当社の技

　術を全国の鉄道事業者に提供し、ＪＲ各社、鉄道建設・運輸施設整備支援機構、公営鉄道、民営鉄道、モノレール

　へ積極的な全国的営業の推進

③一般電気工事のリニューアル関連へのシフトの強化及び全国的な営業体制の強化を図るため、営業要員の増強

④平成17年度から開始した、情報通信工事の全社展開を拡充し、移動体通信関連、地上デジタル放送への対応等の営

　業の推進

⑤一般電気工事の価格競争力を強化するため、全国的な構造改革を実施する

⑥社員一人ひとりの能力を高め、人間力の向上を図る

⑦大量の定年年齢到達時代を迎え、新制度による要員の確保及び人材を有効活用する全社的な要員の適正配置

⑧ＮＤＫグループの総合力を高め、収益力を拡大する
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４．中間連結財務諸表
(1) 中間連結貸借対照表

前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

対前中間
期比

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年３月31日）

区分 金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１　現金預金 15,249 15,154  13,344

２　受取手形・完
成工事未収入
金等

19,462 23,323  55,979

３　有価証券 6,903 －  2,004

４　未成工事支出
金等

32,495 40,717  22,030

５　繰延税金資産 3,156 3,665  3,050

６　その他 3,306 3,183  3,810

貸倒引当金 △275 △183  △266

流動資産合計 80,297 62.0 85,860 62.5 5,562 99,952 66.8

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

(1）建物・構築
物

10,135 10,567 10,139

(2）土地 7,624 11,100 8,120

(3）その他 1,382 19,142 1,448 23,116 3,973 1,293 19,554

２　無形固定資産 2,181 1,935 △245 2,036

３　投資その他の
資産

(1）投資有価証
券

23,901 24,083 25,301

(2）繰延税金資
産

1,460 1,274 809

(3）その他 2,954 1,412 2,278

貸倒引当金 △380 27,935 △342 26,428 △1,507 △347 28,042

固定資産合計 49,259 38.0 51,480 37.5 2,220 49,633 33.2

資産合計 129,557 100 137,341 100 7,783 149,585 100
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前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

対前中間
期比

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年３月31日）

区分 金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１　支払手形・工
事未払金等

23,450 27,920  41,826

２　短期借入金 3,061 330  429

３　未成工事受入
金

7,853 10,925  4,548

４　完成工事補償
引当金

40 34  39

５  工事損失引当
金

670 828  797

６　賞与引当金 2,917 2,931  3,481

７　役員賞与引当
金

－ －  43

８　その他 4,051 3,404  6,372

流動負債合計 42,044 32.4 46,376 33.8 4,331 57,539 38.5

Ⅱ　固定負債

１　長期借入金 2,237 2,057  2,147

２　退職給付引当
金

14,585 13,507  14,155

３　役員退職慰労
引当金

178 157  200

４　その他 461 465  466

固定負債合計 17,462 13.5 16,188 11.8 △1,274 16,970 11.3

負債合計 59,506 45.9 62,564 45.6 3,057 74,509 49.8

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

１　資本金  8,494 6.5  8,494 6.2 －  8,494 5.7

２　資本剰余金  7,792 6.0  7,792 5.7 －  7,792 5.2

３　利益剰余金  46,327 35.8  50,545 36.8 4,217  50,185 33.5

４　自己株式  △1,567 △1.2  △1,598 △1.2 △31  △1,579 △1.1

株主資本合計  61,047 47.1  65,233 47.5 4,186  64,892 43.3

Ⅱ　評価・換算差額等           

　　その他有価証券
評価差額金

 5,925 4.6  5,509 4.0 △416  6,658 4.5

評価・換算差額等
合計

 5,925 4.6  5,509 4.0 △416  6,658 4.5

Ⅲ　少数株主持分  3,077 2.4  4,034 2.9 956  3,524 2.4

純資産合計  70,050 54.1  74,776 54.4 4,725  75,075 50.2

負債純資産合計  129,557 100  137,341 100 7,783  149,585 100
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(2) 中間連結損益計算書

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

対前中間
期比

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分 金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　完成工事高 44,180 100 45,144 100 964 143,039 100

Ⅱ　完成工事原価 38,720 87.6 38,745 85.8 24 125,366 87.6

完成工事総利益 5,459 12.4 6,398 14.2 939 17,672 12.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費 5,540 12.6 5,710 12.7 170 11,553 8.1

営業利益又は営業損
失（△）

△80 △0.2 687 1.5 768 6,118 4.3

Ⅳ　営業外収益

１　受取利息 24 30 46

２　受取配当金 247 259 364

３　持分法による投資利
益

－ － 116

４　その他 130 402 1.0 84 375 0.8 △27 285 811 0.6

Ⅴ　営業外費用

１　支払利息 38 17 71

２　持分法による投資損
失

59 47 －

３　リース投資損失 12 5 20

４　その他 12 122 0.3 0 71 0.1 △51 6 99 0.1

経常利益 199 0.5 992 2.2 792 6,831 4.8

Ⅵ　特別利益

１　貸倒引当金戻入額 46 82 90

２　完成工事補償引当金
戻入額

23 19 22

３　固定資産売却益 57 19 99

４　関係会社株式売却益 － － 8

５　企業保険返戻金 19   791    554   

６　その他 － 147 0.3 － 912 2.0 764 9 783 0.5

Ⅶ　特別損失

１　投資有価証券売却損 11 － 23

２　投資有価証券評価損 37 3 37

３　固定資産売除却損 6 10 46

４　その他 3 58 0.1 － 13 0.0 △45 3 111 0.1

税金等調整前中間
（当期）純利益

288 0.7 1,891 4.2 1,602 7,504 5.2

法人税、住民税及び
事業税

732 1,164 3,400

法人税等調整額 △500 231 0.6 △292 871 1.9 639 △240 3,160 2.2

少数株主利益 271 0.6 514 1.2 243 701 0.5

中間（当期）純利益
又は中間純損失
（△）

△214 △0.5 505 1.1 719 3,642 2.5
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(3) 中間連結株主資本等変動計算書

前中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高
　　　　　　  （百万円）

8,494 7,792 47,191 △1,552 61,926

中間連結会計期間中の
変動額

剰余金の配当（注）   △617  △617

役員賞与（注）   △31  △31

中間純損失（△）   △214  △214

自己株式の取得    △14 △14

株主資本以外の項目の
中間連結会計期間中の
変動額（純額）

     

中間連結会計期間中の
変動額合計　　（百万円）

－ － △863 △14 △878

平成18年９月30日　残高
　　　　　　　（百万円）

8,494 7,792 46,327 △1,567 61,047

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

平成18年３月31日　残高
            　（百万円）

6,752 2,823 71,501

中間連結会計期間中の
変動額

剰余金の配当（注）   △617

役員賞与（注）   △31

中間純損失（△）   △214

自己株式の取得   △14

株主資本以外の項目の
中間連結会計期間中の
変動額（純額）

△826 254 △572

中間連結会計期間中の
変動額合計  　（百万円）

△826 254 △1,451

平成18年９月30日　残高
            　（百万円）

5,925 3,077 70,050

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高
　　　　　　  （百万円）

8,494 7,792 50,185 △1,579 64,892

中間連結会計期間中の
変動額

剰余金の配当   △617  △617

中間純利益   505  505

自己株式の取得    △19 △19

持分法適用会社増加に伴
う変動額

  472  472

株主資本以外の項目の
中間連結会計期間中の
変動額（純額）

     

中間連結会計期間中の
変動額合計　　（百万円）

－ － 360 △19 341

平成19年９月30日　残高
　　　　　　　（百万円）

8,494 7,792 50,545 △1,598 65,233

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

平成19年３月31日　残高
            　（百万円）

6,658 3,524 75,075

中間連結会計期間中の
変動額

剰余金の配当   △617

中間純利益   505

自己株式の取得   △19

持分法適用会社増加に伴う
変動額

  472

株主資本以外の項目の
中間連結会計期間中の
変動額（純額）

△1,149 509 △640

中間連結会計期間中の
変動額合計  　（百万円）

△1,149 509 △299

平成19年９月30日　残高
            　（百万円）

5,509 4,034 74,776

 

日本電設工業㈱（1950）平成 20 年３月期 中間決算短信

－ 12 －



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高
　　　　　　  （百万円）

8,494 7,792 47,191 △1,552 61,926

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当（注）   △617  △617

役員賞与（注）   △31  △31

当期純利益   3,642  3,642

自己株式の取得    △27 △27

株主資本以外の項目の連
結会計年度中の変動額
（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ － 2,993 △27 2,966

平成19年３月31日　残高
　　　　　　　（百万円）

8,494 7,792 50,185 △1,579 64,892

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

平成18年３月31日　残高
            　（百万円）

6,752 2,823 71,501

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当（注）   △617

役員賞与（注）   △31

当期純利益   3,642

自己株式の取得   △27

株主資本以外の項目の連
結会計年度中の変動額
（純額）

△93 701 607

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△93 701 3,573

平成19年３月31日　残高
            　（百万円）

6,658 3,524 75,075

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー

１　税金等調整前中間
（当期）純利益

288 1,891 7,504

２　減価償却費 763 806 1,572

３　貸倒引当金の減少額 △49 △79 △81

４　完成工事補償引当金
の減少額

△7 △4 △8

５　工事損失引当金の増
加額

1 30 128

６　賞与引当金・役員賞
与引当金の減少額

△635 △593 △27

７　退職給付引当金・役
員退職慰労引当金の
減少額

△347 △690 △755

８　受取利息及び受取配
当金

△271 △290 △410

９　支払利息 38 17 71

10　持分法による投資損
益（益：△）

59 47 △116

11　有形固定資産売却益 △57 △19 △99

12　有形固定資産除却損 4 8 39

13　投資有価証券売却損 11 － －

14　投資有価証券評価損 37 3 37

15　売上債権の増減額
（増加：△）

32,887 32,653 △3,623

16　未成工事支出金等の
増加額

△15,527 △18,687 △5,062

17　仕入債務の増減額
（減少：△）

△11,249 △13,905 7,126

18　未成工事受入金の増
減額（減少：△）

3,280 6,376 △23

19　その他資産の減少額 566 694 87

20　その他負債の増減額
（減少：△）

△1,203 △1,085 364

21　役員賞与の支払額 △36 － △36

22　その他 109 △785 △553

小計 8,663 6,386 6,132

23　利息及び配当金の受
取額

274 294 413

24　利息の支払額 △29 △17 △72

25　法人税等の支払額 △2,068 △2,942 △2,532

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

6,839 3,721 3,941
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前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

１  定期預金の預入によ
る支出

－ △100 －

２  定期預金の払戻によ
る収入

10 － －

３  有形固定資産の取得
による支出

△1,219 △4,283 △2,202

４　有形固定資産の売却
による収入

76 27 119

５  無形固定資産の取得
による支出

△71 △104 △128

６  無形固定資産の売却
による収入

1 － －

７  投資有価証券の取得
による支出

△3 △309 △205

８  投資有価証券の売却
による収入

6 － 149

９  企業保険の返戻によ
る収入

－ 1,645 1,324

10  貸付けによる支出 △149 △254 △353

11  貸付金の回収による
収入

154 188 305

12　その他 10 0 147

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

△1,185 △3,190 △843

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

１　短期借入金の純減少
額

△912 － △3,100

２　長期借入金の返済に
よる支出

－ △189 △534

３　社内預金制度廃止に
伴う支出

－ － △1,511

４　自己株式の取得によ
る支出

△14 △15 △27

５　配当金の支払額 △617 △617 △617

６　少数株主への配当金
の支払額

△3 △3 △3

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

△1,547 △825 △5,794

Ⅳ　現金及び現金同等物の増
減額（減少：△）

4,106 △294 △2,696

Ⅴ　現金及び現金同等物の期
首残高

18,045 15,348 18,045

Ⅵ　現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高

22,152 15,054 15,348
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社 ３社

連結子会社名は次のとおり。

ＮＤＫ総合サービス㈱

ＮＤＫイッツ㈱

東日本電気エンジニアリング㈱

３社

連結子会社名は次のとおり。

ＮＤＫ総合サービス㈱

ＮＤＫイッツ㈱

東日本電気エンジニアリング㈱

３社

連結子会社名は、「第１企業の概況

４　関係会社の状況」に記載のとお

り。

 

(2）非連結子会社 非連結子会社名は次のとおり。

ＮＤＫ電設㈱

ＮＤＫ設備設計㈱

ＮＤＫアールアンドイー㈱

日本電設電車線工事㈱

日本電設変電工事㈱

日本電設電力工事㈱

日本電設信号工事㈱

日本電設通信工事㈱

トキワ電気工業㈱

八重洲電機工事㈱

日本架線工業㈱

非連結子会社名は次のとおり。

ＮＤＫ電設㈱

ＮＤＫ設備設計㈱

ＮＤＫアールアンドイー㈱

日本電設電車線工事㈱

日本電設電力工事㈱

日本電設信号工事㈱

日本電設通信工事㈱

トキワ電気工業㈱

八重洲電機工事㈱

日本架線工業㈱

非連結子会社名は次のとおり。

ＮＤＫ電設㈱

ＮＤＫ設備設計㈱

ＮＤＫアールアンドイー㈱

日本電設電車線工事㈱

日本電設変電工事㈱

日本電設電力工事㈱

日本電設信号工事㈱

日本電設通信工事㈱

トキワ電気工業㈱

八重洲電機工事㈱

日本架線工業㈱ 

 

非連結子会社について

連結の範囲から除いた

理由

　非連結子会社は、いずれも小規模

会社であり、合計の総資産、売上高、

中間純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等は、

いずれも中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないため、連結の

範囲から除外しております。

同左 　非連結子会社は、いずれも小規模

会社であり、合計の総資産、売上高、

当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等は、

いずれも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため、連結の範囲

から除外しております。

２．持分法の適用に関する事

項

　関連会社１社に対する投資につい

て持分法を適用しております。

　非連結子会社８社及び関連会社１

社に対する投資について持分法を適

用しております。

　関連会社１社に対する投資につい

て持分法を適用しております。

 (1）持分法適用の非連結子

会社名

──────   ＮＤＫ電設㈱

  ＮＤＫ設備設計㈱

  ＮＤＫアールアンドイー㈱

  日本電設電車線工事㈱

  日本電設電力工事㈱

  日本電設信号工事㈱

  日本電設通信工事㈱

  トキワ電気工業㈱

 なお、ＮＤＫ電設㈱他７社の非連

結子会社については重要性が増加し

たことから、当中間連結会計期間よ

り持分法の適用範囲に含めておりま

す。

 ──────

(2）持分法適用の関連会社

名

　㈱新陽社 　㈱新陽社 　㈱新陽社

(3）持分法非適用の

非連結子会社名

  ＮＤＫ電設㈱

  ＮＤＫ設備設計㈱

  ＮＤＫアールアンドイー㈱

  日本電設電車線工事㈱

  日本電設変電工事㈱

  日本電設電力工事㈱

  日本電設信号工事㈱

  日本電設通信工事㈱

  トキワ電気工業㈱

  八重洲電機工事㈱

  日本架線工業㈱

  八重洲電機工事㈱

  日本架線工業㈱

  ＮＤＫ電設㈱

  ＮＤＫ設備設計㈱

  ＮＤＫアールアンドイー㈱

  日本電設電車線工事㈱

  日本電設変電工事㈱

  日本電設電力工事㈱

  日本電設信号工事㈱

  日本電設通信工事㈱

  トキワ電気工業㈱

  八重洲電機工事㈱

  日本架線工業㈱
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(4）持分法非適用の

関連会社名 

  日本鉄道電気設計㈱

  大栄電設工業㈱

  永楽電気㈱

  ㈱三工社

  日本鉄道電気設計㈱

  大栄電設工業㈱

  永楽電気㈱

  ㈱三工社

  日本鉄道電気設計㈱

　大栄電設工業㈱

  永楽電気㈱

  ㈱三工社

 

持分法非適用会社につ

いて、その適用をしな

い理由

　上記の持分法非適用の非連結子会

社及び関連会社は、それぞれ中間連

結純損益及び連結利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、持分法の

適用から除外しております。

同左 　上記の持分法非適用の非連結子会

社及び関連会社は、それぞれ連結当

期純損益及び連結利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、持分法の

適用から除外しております。

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項

　連結子会社の中間決算日は中間連

結財務諸表提出会社と同一でありま

す。

同左 　連結子会社の決算日は、連結決算

日と同じであります。

４．会計処理基準に関する事

項

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

有価証券

  その他有価証券

有価証券

  その他有価証券

有価証券

  その他有価証券

時価のあるもの

　　　中間連結決算日の市場価格

　　等に基づく時価法（評価差額

　　は全部純資産直入法により処

　　理し、売却原価は移動平均法

　　により算定）

時価のあるもの

　　　　　　 同左

時価のあるもの

　連結決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

たな卸資産

①未成工事支出金

個別法による原価法

たな卸資産

①未成工事支出金

同左

たな卸資産

①未成工事支出金

同左

②材料貯蔵品

移動平均法による原価法

②材料貯蔵品

同左

②材料貯蔵品

同左

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

有形固定資産

定率法

　ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物（附属設備を除く）につ

いては、定額法

　なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっておりますが、車

両運搬具の動力車についての耐用年

数は、法人税法に規定する耐用年数

よりおおむね50％を短縮しておりま

す。

有形固定資産

同左

有形固定資産

同左

  ──────

 

 （会計方針の変更）

　法人税法の改正（（所得税法等の

一部を改正する法律　平成19年３月

30日　法律第６号）及び（法人税法

施行令の一部を改正する政令　平成

19年３月30日政令83号））に伴い、

平成19年４月１日以降に取得したも

のについては、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更してお

ります。

　これにより営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純利益は、それ

ぞれ８百万円減少しております。

 ──────
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

  

 

 （追加情報）

　なお、平成19年３月31日以前に取

得したものについては、償却可能限

度額まで償却が終了した翌連結会計

年度から５年間で均等償却する方法

によっております。

　これにより営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純利益は、それ

ぞれ19百万円減少しております。

 

 

無形固定資産

定額法

　なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づいております。

無形固定資産

同左

無形固定資産

同左

(3）重要な引当金の計上基

準

貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒による

損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率に基づき、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に

債権の回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

貸倒引当金

同左

貸倒引当金

同左

完成工事補償引当金

　完成工事に係るかし担保の費用に

備えるため、当中間連結会計期間末

に至る一年間の完成工事高に対し、

過去の完成工事に係る補償額の実績

を基に将来の発生見込額を加味して

計上しております。

完成工事補償引当金

同左

完成工事補償引当金

　完成工事に係るかし担保の費用に

備えるため、当連結会計年度の完成

工事高に対し、過去の完成工事に係

る補償額の実績を基に将来の発生見

込額を加味して計上しております。

工事損失引当金 

  受注工事に係る将来の損失に備え

るため、当中間連結会計期間末にお

ける手持受注工事のうち、損失が確

実視されその金額を合理的に見積も

ることができる工事について、損失

見込額を計上しております。

工事損失引当金 

同左

工事損失引当金 

  受注工事に係る将来の損失に備え

るため、当連結会計年度末における

手持受注工事のうち、損失が確実視

されその金額を合理的に見積もるこ

とができる工事について、損失見込

額を計上しております。 

賞与引当金

　従業員に支給する賞与に備えるた

め、当中間連結会計期間に対応する

支給見込額を計上しております。

賞与引当金

同左

賞与引当金

　従業員に支給する賞与に備えるた

め、当連結会計年度に対応する支給

見込額を計上しております。

 ──────

 

 ──────

 

 役員賞与引当金

 　役員に支給する賞与に備えるた

め、当連結会計年度に対応する支給

見込額を計上しております。
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末において発生

していると認められる額を計上して

おります。　

　過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により、

費用を減額処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定率法により、発生の翌

連結会計年度から費用処理しており

ます。

　なお、一部の連結子会社は発生し

た連結会計年度に一括費用処理して

おります。

退職給付引当金

　　　　　　　同左

退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により、

費用を減額処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定率法により、発生の翌

連結会計年度から費用処理しており

ます。

　なお、一部の連結子会社は発生し

た連結会計年度に一括費用処理して

おります。

役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づき計算した当中間

連結会計期間末における支給基準の

100％相当額を計上しております。

役員退職慰労引当金

同左

役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づき計算した当連結

会計年度末における支給基準の 

100％相当額を計上しております。

(4）重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左

(5）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための重要な事項

①完成工事高の計上基準

   完成工事高の計上は、工事完成

 基準によっております。

①完成工事高の計上基準 

同左 

①完成工事高の計上基準

同左 

 ②消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税に相当する

額の会計処理は、税抜方式によって

おります。

②消費税等の会計処理

同左

②消費税等の会計処理

同左

５．中間連結（連結）キャッ

シュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３か月以内に

償還期限の到来する短期投資からな

ります。

同左 同左
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会計処理の変更

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

　計基準）

　当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号　平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号　平成17年12月９日）を適用しておりま

す。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額

は、66,972百万円であります。

　なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成しておりま

す。

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

　計基準）

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号　平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しておりま

す。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額

は、71,550百万円であります。

　なお、当連結会計年度における貸借対照表

の純資産の部については、連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。

 ──────  ──────  （役員賞与に関する会計基準）

　当連結会計年度より、「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準第４号　平成17年

11月29日）を適用しております。

　これにより営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益がそれぞれ43百万円減少し

ております。

表示方法の変更

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

───── （中間連結キャッシュ・フロー計算書）

   投資活動によるキャッシュ・フローの「企業保険の返戻

 による収入」は、当中間連結会計期間より金銭的重要性が

 増したため区分掲記しております。

   なお、前中間連結会計期間の投資活動によるキャッシュ

 ・フローの「その他」に含まれている「企業保険の返戻に

 よる収入」は150百万円であります。
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（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

　全セグメントの売上高の合計、営業損失の合計額に占める設備工事業の割合がいずれも90％を超えているた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

当中間連結会計期間（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

　全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める設備工事業の割合がいずれも90％を超えているた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

前連結会計年度（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

　全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める設備工事業の割合

がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

ｂ．所在地別セグメント情報

前中間連結会計期間（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

　在外連結子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。

当中間連結会計期間（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

　在外連結子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。

前連結会計年度（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

　在外連結子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。

ｃ．海外売上高

前中間連結会計期間（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

　海外売上高がないため、記載しておりません。

当中間連結会計期間（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

　海外売上高がないため、記載しておりません。

前連結会計年度（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

　海外売上高がないため、記載しておりません。
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（１株当たり情報）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１株当たり純資産額 1,084.74円

１株当たり中間純損失 3.47円

１株当たり純資産額 1,146.65円

１株当たり中間純利益 8.19円

１株当たり純資産額 1,159.19円

１株当たり当期純利益 59.00円

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、１株当たり

中間純損失が計上されており、また、

潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

　（注）　１株当たり中間（当期）純損益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前中間連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

中間（当期）純損益（百万円） △214 505 3,642

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純損益

（百万円）
△214 505 3,642

普通株式の期中平均株式数（千株） 61,746 61,704 61,740

（開示の省略）

　中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算

書、リース取引、有価証券に関する注記事項については、中間決算短信における開示の必要性が大きくないと考え

られるため開示を省略しております。

　また、デリバティブ取引、ストックオプション等、企業結合等、重要な後発事象に関する注記事項については、

該当事項がないため、開示を省略しております。
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５．部門別受注・売上・繰越高（連結）
(１)受注高　　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

区　　分

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日

 至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日

 至 平成19年９月30日)

対前中間連結

会計期間増減

対前中間連結

会計期間増減率

前連結会計年度

(自 平成18年４月１日

 至 平成19年３月31日)

鉄 道 電 気 工 事 41,189 43,005 1,815 4.4 86,398

一 般 電 気 工 事 13,030 15,931 2,900 22.3 36,052

情 報 通 信 工 事 11,672 11,560 △112 △1.0 22,140

そ　　 の 　　他 818 966 148 18.2 1,735

合　　　　　　計 66,710 71,464 4,753 7.1 146,326

 

(２)売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

区　　分

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日

 至 平成18年９月30日)

当連結会計年度

(自 平成19年４月１日

 至 平成19年９月30日)

対前中間連結

会計期間増減

対前中間連結

会計期間増減率 

前連結会計年度

(自 平成18年４月１日

 至 平成19年３月31日)

鉄 道 電 気 工 事 27,821 28,301 480 1.7 83,183

一 般 電 気 工 事 7,623 8,813 1,189 15.6 34,807

情 報 通 信 工 事 7,431 6,586 △845 △11.4 21,639

そ　　 の 　　他 1,303 1,442 139 10.7 3,408

合　　　　　　計 44,180 45,144 964 2.2 143,039

 

(３)下期繰越高　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

区　　分
前中間連結会計期間

(平成18年９月30日現在)

当中間連結会計期間

(平成19年９月30日現在)

対前中間連結

会計期間増減

対前中間連結

会計期間増減率

前連結会計年度

(平成19年３月31日現在)

鉄 道 電 気 工 事 52,028 56,578 4,550 8.7 41,875

一 般 電 気 工 事 34,960 37,916 2,956 8.5 30,798

情 報 通 信 工 事 9,760 10,994 1,233 12.6 6,019

そ　　 の 　　他 264 373 109 41.6 32

合　　　　　　計 97,013 105,863 8,850 9.1 78,726

（注）１．不動産の賃貸・管理等は、「(１)受注高」及び「(３)下期繰越高」には金額が含まれておりません。

　　　２．記載金額は消費税等抜きで表示しております。
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６．中間個別財務諸表
(1) 中間貸借対照表

前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

対前中間
期比

前事業年度の要約貸借対照表
(平成19年３月31日)

区分 金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１　現金預金 12,666 9,746 9,689  

２　受取手形 1,134 1,595 1,671

３　完成工事未収入金 13,021 16,103 46,129

４　有価証券 6,903 － 2,004

５　未成工事支出金 30,881 38,284 20,721

６　繰延税金資産 2,725 3,161 2,540

７　その他 3,840 3,903 5,052

貸倒引当金 △244 △151 △218

流動資産合計 70,929 62.4 72,643 62.0 1,714 87,590 67.1

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

(1）建物 8,300 8,730 8,324

(2）土地 6,715 9,339 6,715

(3）その他 948 805 863

有形固定資産計 15,963 18,875 15,904

２　無形固定資産 963 968 957

３　投資その他の資産

(1）投資有価証券 22,633 22,112 23,740

(2）繰延税金資産 1,092 908 432

(3）その他 2,419 2,065 2,308

貸倒引当金 △380 △342 △347

投資その他の資
産計

25,766 24,744 26,133

固定資産合計 42,693 37.6 44,588 38.0 1,895 42,995 32.9

資産合計 113,622 100 117,232 100 3,609 130,586 100
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前中間会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

対前中間
期比

前事業年度の要約貸借対照表
(平成19年３月31日)

区分 金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１　支払手形 1,808 1,925 3,703

２　工事未払金 19,129 23,185 34,774

３　短期借入金 2,666 166 166

４　未成工事受入金 7,761 10,623 4,533

５　完成工事補償引当金 33 28 32

６　工事損失引当金 670 828 797

７　賞与引当金 2,052 1,970 2,601

８　役員賞与引当金 － － 21

９　その他 2,909 1,877 4,376

流動負債合計 37,031 32.6 40,607 34.6 3,575 51,006 39.1

Ⅱ　固定負債

１　長期借入金 2,024 2,008 2,016

２　退職給付引当金 13,727 12,592 13,284

３　役員退職慰労引当金 92 86 98

４　その他 417 411 410

固定負債合計 16,262 14.3 15,097 12.9 △1,164 15,810 12.1

負債合計 53,293 46.9 55,704 47.5 2,411 66,817 51.2

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

１　資本金  8,494 7.5  8,494 7.2 －  8,494 6.5

２　資本剰余金           

    資本準備金 7,792   7,792    7,792   

資本剰余金合計  7,792 6.9  7,792 6.7 －  7,792 6.0

３　利益剰余金           

(1）利益準備金 1,386   1,386   － 1,386   

(2）その他利益剰余金           

固定資産圧縮積立
金

1,390   1,434   43 1,404   

圧縮特別勘定積立
金

54   －   △54 26   

別途積立金 36,800   38,300   1,500 36,800   

繰越利益剰余金 253   463   209 3,040   

利益剰余金合計  39,885 35.1  41,583 35.5 1,697  42,657 32.6

４　自己株式  △1,556 △1.4  △1,584 △1.4 △28  △1,569 △1.2

株主資本合計  54,614 48.1  56,284 48.0 1,669  57,374 43.9

Ⅱ　評価・換算差額等           

　　その他有価証券評価
差額金

 5,714 5.0  5,243 4.5 △471  6,393 4.9

評価・換算差額等合計  5,714 5.0  5,243 4.5 △471  6,393 4.9

純資産合計  60,329 53.1  61,527 52.5 1,198  63,768 48.8

負債純資産合計  113,622 100  117,232 100 3,609  130,586 100
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(2) 中間損益計算書

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

対前中間
期比

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分 金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　完成工事高 29,740 100 30,356 100 616 112,446 100

Ⅱ　完成工事原価 26,754 90.0 26,923 88.7 169 100,205 89.1

完成工事総利益 2,986 10.0 3,432 11.3 446 12,241 10.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 4,435 14.9 4,590 15.1 154 9,295 8.3

営業利益又は営業損
失（△）

△1,449 △4.9 △1,157 △3.8 291 2,945 2.6

Ⅳ　営業外収益

１　受取利息 14 25 34

２　その他 384 399 1.3 342 367 1.2 △31 623 657 0.6

Ⅴ　営業外費用

１　支払利息 35 16 66

２　その他 4 39 0.1 0 16 0.1 △22 6 73 0.1

経常利益又は経常損
失（△）

△1,089 △3.7 △806 △2.7 282 3,530 3.1

Ⅵ　特別利益 111 0.4 97 0.3 △14 226 0.2

Ⅶ　特別損失 54 0.2 13 0.0 △41 89 0.1

税引前当期純利益又
は税引前中間純損失
（△）

△1,032 △3.5 △722 △2.4 309 3,667 3.2

法人税、住民税及び
事業税

52 49 1,596

法人税等調整額 △413 △361 △1.2 △314 △265 △0.9 96 △30 1,565 1.3

当期純利益又は中間
純損失（△）

△670 △2.3 △457 △1.5 213 2,102 1.9
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(3）中間株主資本等変動計算書

前中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

株主資本

資本金

資本
剰余金

利益剰余金

自己
株式

株主資
本合計資本

準備金
利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

固定資
産圧縮
積立金

圧縮特
別勘定
積立金

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

平成18年３月31日　残高　　　（百万円） 8,494 7,792 1,386 1,184 － 35,700 2,924 41,195 △1,541 55,939

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当（注）       △617 △617  △617

役員賞与（注）       △21 △21  △21

中間純損失（△）       △670 △670  △670

自己株式の取得         △14 △14

固定資産圧縮積立金の積立（注）    245   △245 －  －

固定資産圧縮積立金の取崩（注）    △14   14 －  －

固定資産圧縮積立金の取崩    △24   24 －  －

圧縮特別勘定積立金の積立（注）     23  △23 －  －

圧縮特別勘定積立金の積立     30  △30 －  －

別途積立金の積立（注）      1,100 △1,100 －  －

株主資本以外の項目の中間会計期間中
の変動額（純額）

          

中間会計期間中の変動額合計　（百万円） － － － 205 54 1,100 △2,670 △1,310 △14 △1,325

平成18年９月30日　残高　　　（百万円） 8,494 7,792 1,386 1,390 54 36,800 253 39,885 △1,556 54,614

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

平成18年３月31日　残高　　　（百万円） 6,515 62,454

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当（注）  △617

役員賞与（注）  △21

中間純損失（△）  △670

自己株式の取得  △14

固定資産圧縮積立金の積立（注）  －

固定資産圧縮積立金の取崩（注）  －

固定資産圧縮積立金の取崩  －

圧縮特別勘定積立金の積立（注）  －

圧縮特別勘定積立金の積立  －

別途積立金の積立（注）  －

株主資本以外の項目の中間会計期間中
の変動額（純額）

△800 △800

中間会計期間中の変動額合計　（百万円） △800 △2,125

平成18年９月30日　残高　　　（百万円） 5,714 60,329

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当中間会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

株主資本

資本金

資本
剰余金

利益剰余金

自己
株式

株主資
本合計資本

準備金
利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

固定資
産圧縮
積立金

圧縮特
別勘定
積立金

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

平成19年３月31日　残高　　　（百万円） 8,494 7,792 1,386 1,404 26 36,800 3,040 42,657 △1,569 57,374

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当       △617 △617  △617

中間純損失（△）       △457 △457  △457

自己株式の取得         △15 △15

固定資産圧縮積立金の積立    39   △39 －  －

固定資産圧縮積立金の取崩    △9   9 －  －

圧縮特別勘定積立金の取崩     △26  26 －  －

別途積立金の積立      1,500 △1,500 －  －

株主資本以外の項目の中間会計期間中
の変動額（純額）

          

中間会計期間中の変動額合計　（百万円） － － － 29 △26 1,500 △2,577 △1,074 △15 △1,090

平成19年９月30日　残高　　　（百万円） 8,494 7,792 1,386 1,434 － 38,300 463 41,583 △1,584 56,284

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

平成19年３月31日　残高　　　（百万円） 6,393 63,768

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当  △617

中間純損失（△）  △457

自己株式の取得  △15

固定資産圧縮積立金の積立  －

固定資産圧縮積立金の取崩  －

圧縮特別勘定積立金の取崩  －

別途積立金の積立  －

株主資本以外の項目の中間会計期間中
の変動額（純額）

△1,150 △1,150

中間会計期間中の変動額合計　（百万円） △1,150 △2,240

平成19年９月30日　残高　　　（百万円） 5,243 61,527
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前事業年度の株主資本等変動計算書（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

株主資本

資本金

資本
剰余金

利益剰余金

自己
株式

株主資
本合計資本

準備金
利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

固定資
産圧縮
積立金

圧縮特
別勘定
積立金

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

平成18年３月31日　残高　　　（百万円） 8,494 7,792 1,386 1,184 － 35,700 2,924 41,195 △1,541 55,939

事業年度中の変動額

剰余金の配当（注）       △617 △617  △617

役員賞与（注）       △21 △21  △21

当期純利益       2,102 2,102  2,102

自己株式の取得         △27 △27

固定資産圧縮積立金の積立（注）    245   △245 －  －

固定資産圧縮積立金の取崩（注）    △14   14 －  －

固定資産圧縮積立金の積立    22   △22 －  －

固定資産圧縮積立金の取崩    △33   33 －  －

圧縮特別勘定積立金の積立（注）     23  △23 －  －

圧縮特別勘定積立金の積立     26  △26 －  －

圧縮特別勘定積立金の取崩     △23  23 －  －

別途積立金の積立（注）      1,100 △1,100 －  －

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額
（純額）

          

事業年度中の変動額合計　    （百万円） － － － 219 26 1,100 116 1,462 △27 1,435

平成19年３月31日　残高　　　（百万円） 8,494 7,792 1,386 1,404 26 36,800 3,040 42,657 △1,569 57,374

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

平成18年３月31日　残高　　　（百万円） 6,515 62,454

事業年度中の変動額

剰余金の配当（注）  △617

役員賞与（注）  △21

当期純利益  2,102

自己株式の取得  △27

固定資産圧縮積立金の積立（注）  －

固定資産圧縮積立金の取崩（注）  －

固定資産圧縮積立金の積立  －

固定資産圧縮積立金の取崩  －

圧縮特別勘定積立金の積立（注）  －

圧縮特別勘定積立金の積立  －

圧縮特別勘定積立金の取崩  －

別途積立金の積立（注）  －

株主資本以外の項目の事業年度中の変動
額（純額）

△121 △121

事業年度中の変動額合計　    （百万円） △121 1,313

平成19年３月31日　残高　　　（百万円） 6,393 63,768

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

同左

有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

同左

②その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの

　移動平均法による原価法

②その他有価証券

時価のあるもの

　　　　　 同左

 

 

 

時価のないもの

同左

②その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの

同左

たな卸資産

①未成工事支出金

個別法による原価法

たな卸資産

①未成工事支出金

　　　　　　同左

たな卸資産

①未成工事支出金

同左

②材料貯蔵品

移動平均法による原価法

②材料貯蔵品

同左

②材料貯蔵品

同左

２．固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

定率法

　ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物（附属設備を除く）につ

いては、定額法

　なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっておりますが、車

両運搬具の動力車についての耐用年

数は、法人税法に規定する耐用年数

よりおおむね50％を短縮しておりま

す。

有形固定資産

同左

有形固定資産

同左

  ──────  （会計方針の変更）

　法人税法の改正((所得税法等の一

部を改正する法律　平成19年３月30

日　法律第６号)及び(法人税法施行

令の一部を改正する政令　平成19年

３月30日政令83号))に伴い、平成19

年４月１日以降に取得したものにつ

いては、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更しておりま

す。

　これにより営業損失、経常損失及

び税引前中間純損失は、それぞれ５

百万円増加しております。

 （追加情報）

　なお、平成19年３月31日以前に取

得したものについては、償却可能限

度額まで償却が終了した翌事業年度

から５年間で均等償却する方法に

よっております。

　これにより営業損失、経常損失及

び税引前中間純損失は、それぞれ17

百万円増加しております。

 ──────

無形固定資産

定額法

　なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づいております。

無形固定資産

同左

無形固定資産

同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

３．引当金の計上基準 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒による

損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率に基づき、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に

債権の回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

貸倒引当金

同左

貸倒引当金

同左

 完成工事補償引当金

　完成工事に係るかし担保の費用に

備えるため、当中間会計期間末に至

る一年間の完成工事高に対し、過去

の完成工事に係る補償額の実績を基

に将来の発生見込額を加味して計上

しております。

完成工事補償引当金

同左

完成工事補償引当金

　完成工事に係るかし担保の費用に

備えるため、当事業年度の完成工事

高に対し、過去の完成工事に係る補

償額の実績を基に将来の発生見込額

を加味して計上しております。

工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損失に備え

るため、当中間会計期間末における

手持受注工事のうち、損失が確実視

されその金額を合理的に見積もるこ

とができる工事について、損失見込

額を計上しております。 

工事損失引当金

同左

工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損失に備え

るため、当事業年度末における手持

受注工事のうち、損失が確実視され

その金額を合理的に見積もることが

できる工事について、損失見込額を

計上しております。 

賞与引当金

　従業員に支給する賞与に備えるた

め、当中間会計期間に対応する支給

見込額を計上しております。

賞与引当金

同左

賞与引当金

　従業員に支給する賞与に備えるた

め、当事業年度に対応する支給見込

額を計上しております。

  ──────

 

  ──────

 

役員賞与引当金

　役員に支給する賞与に備えるため、

当事業年度に対応する支給見込額を

計上しております。

退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上しておりま

す。

　過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により、

費用を減額処理しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定率法により、発生の翌事業

年度から費用処理しております。

退職給付引当金

同左

退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。

　過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により、

費用を減額処理しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定率法により、発生の翌事業

年度から費用処理しております。

役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づき計算した当中間

会計期間末における支給基準の

100％相当額を計上しております。

役員退職慰労引当金

同左

役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づき計算した当事業

年度末における支給基準の 100％相

当額を計上しております。
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項

 ①完成工事高の計上基準

　完成工事高の計上は、工事完成基

準によっております。

②消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税に相当する

額の会計処理は、税抜方式によって

おります。

 ①完成工事高の計上基準

同左

 

②消費税等の会計処理

同左

 ①完成工事高の計上基準

同左

 

②消費税等の会計処理

同左

日本電設工業㈱（1950）平成 20 年３月期 中間決算短信

－ 32 －



会計処理の変更

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

　計基準）

　当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号　平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しておりま

す。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額

は、60,329百万円であります。

　なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

　計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号　平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　

平成17年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額

は、63,768百万円であります。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純

資産の部については、財務諸表等規則の改正

に伴い、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。

 ──────  ──────  （役員賞与に関する会計基準）

　当事業年度より、「役員賞与に関する会計

基準」（企業会計基準第４号　平成17年11月

29日）を適用しております。

　これにより、営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益がそれぞれ21百万円減少してお

ります。
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７．部門別受注・売上・繰越高（個別）
(１)受注高     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

区　　分

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日

 至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日

 至 平成19年９月30日)

対前中間会計

期間増減

対前中間会計

期間増減率

前事業年度

(自 平成18年４月１日

 至 平成19年３月31日)

 鉄 道 電 気 工 事 30,640 31,566 925 3.0 61,321

 一 般 電 気 工 事 13,032 16,069 3,037 23.3 36,062

 情 報 通 信 工 事 10,162 9,803 △359 △3.5 18,783

 合　　　　　　計 53,835 57,439 3,603 6.7 116,166

 

(２)売上高 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

区　　分

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日

 至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日

 至 平成19年９月30日)

対前中間会計

期間増減

対前中間会計

期間増減率

前事業年度

(自 平成18年４月１日

 至 平成19年３月31日)

 鉄 道 電 気 工 事 15,406 15,857 450 2.9 57,577

 一 般 電 気 工 事 7,698 8,813 1,115 14.5 34,889

 情 報 通 信 工 事 5,937 4,850 △1,086 △18.3 18,314

 そ　　 の 　　他 698 834 136 19.6 1,665

 合　　　　　　計 29,740 30,356 616 2.1 112,446

 

(３)下期繰越高 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

区　　分
前中間会計期間

(平成18年９月30日現在)

当中間会計期間

(平成19年９月30日現在)

対前中間会計

期間増減 

対前中間会計

期間増減率 

 前事業年度

(平成19年３月31日現在)

 鉄 道 電 気 工 事 45,635 49,853 4,218 9.2 34,145

 一 般 電 気 工 事 34,960 38,055 3,095 8.9 30,798

 情 報 通 信 工 事 9,275 10,471 1,195 12.9 5,518

 合　　　　　　計 89,870 98,380 8,509 9.5 70,462

（注）１．不動産の賃貸・管理等は、「(１)受注高」及び「(３)下期繰越高」には金額が含まれておりません。

　　　２．記載金額は消費税等抜きで表示しております。
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